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「横浜市開発事業の調整等に関する条例の手引」  新旧対照表 （傍線は改定箇所） 

 
頁 現行 改定案 備考 

－ はじめに（略） 

※ 宅地造成等規制法の一部改正への対応について 

令和５年５月26日に宅地造成等規制法の一部を改正する法律（以下「一部改正法」といいます。）が施行されます

が、同法附則による最大２年間の経過措置期間中は、宅地造成等規制法の規定については改正前と同様に取り扱う

ものとされています。それに伴い、経過措置期間中の本手引の取扱いを次のように定めます。 

なお、改正法（宅地造成及び特定盛土等規制法）は、横浜市が同法に基づく新たな規制区域の指定を公示した日

から適用されます。 

（以下略） 

はじめに（略） 

※ 宅地造成等規制法の一部改正への対応について 

令和５年５月26日に宅地造成等規制法の一部を改正する法律（以下「一部改正法」といいます。）が施行されまし

たが、同法附則による最大２年間の経過措置期間中は、宅地造成等規制法の規定については改正前と同様に取り扱

うものとされています。それに伴い、経過措置期間中の本手引の取扱いを次のように定めます。 

なお、改正法（宅地造成及び特定盛土等規制法）は、横浜市が同法に基づく新たな規制区域の指定を公示した日

から適用されます。 

（以下略） 

 

 

宅地造成及び

特定盛土等規

制法施行に伴

う文言修正。 

４ 第１編 概要 

２ 所管窓口及び添付図書一覧 

様式 窓口 部数 添付図書等 

（略） （略） （略） （略） 

開発事業の調整等に関する条例におけ

る標識設置届（第９条） 

（規則外様式第３号） 

・市街化区域における開発事業 

 （建築局宅地審査部宅地審査課指導担当） 

・市街化調整区域における開発事業 

 （建築局宅地審査部調整区域課指導担当） 

・大規模な共同住宅の建築 

 （建築局建築指導部情報相談課相談担当） 

3 

位置図 

現況図 

公図の写し 

土地利用計画図 

その他必要な図書 

※17ページ参照 

1 委任状(＊3) 

開発事業計画書（第13条） 

（第３号様式） 
3 

位置図 

現況図 

公図の写し 

土地利用計画図 

標識の写真 

その他必要な図書 

※29ページ参照 

再見解書（第14条） 

（規則外様式第５号の３） 
1   

開発事業計画書変更案届出書 

（第15条及び第20条） 

（規則外様式第５号の４） 

3 

標識の写真 

変更に係る図書 

変更箇所新旧対照図 

開発協議申出書（第16条） 

（第６号様式） 
1 

委任状(＊3) 

市長が認める図書 

第１編 概要 

２ 所管窓口及び添付図書一覧 

様式 窓口 部数 添付図書等 

（略） （略） （略） （略） 

開発事業の調整等に関する条例におけ

る標識設置届（第９条） 

（規則外様式第３号） 

・市街化区域における開発事業 

 （建築局宅地審査部宅地審査課指導担当） 

・市街化調整区域における開発事業 

 （建築局宅地審査部調整区域課指導担当） 

・大規模な共同住宅の建築 

 （建築局建築指導部情報相談課中高層担 

 当） 

3 

位置図 

現況図 

公図の写し 

土地利用計画図 

その他必要な図書 

※17ページ参照 

1 委任状(＊2) 

開発事業計画書（第13条） 

（第３号様式） 
3 

位置図 

現況図 

公図の写し 

土地利用計画図 

標識の写真 

その他必要な図書 

※29ページ参照 

再見解書（第14条） 

（規則外様式第５号の３） 
1   

開発事業計画書変更案届出書 

（第15条及び第20条） 

（規則外様式第５号の４） 

3 

標識の写真 

変更に係る図書 

変更箇所新旧対照図 

開発協議申出書（第16条） 

（第６号様式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 
委任状(＊2) 

市長が認める図書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
注釈の号ずれ。 

 

 

 

 

 

担当名の変更。 
 

 

 

 

 

 

注釈の号ずれ。 
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頁 現行 改定案 備考 

開発事業計画の同意基準協議申請書 

（第18条）（規則外様式第８号） 

・道路状空地 

：道路局路政課（各区土木事務所） 

・緑化空地及び斜面地開発行為の緑化 

    ：環境創造局みどりアップ推進課 

・雨水流出抑制施設 

：道路局河川管理課 

・遊水池等 

：環境創造局管路保全課 

         （各区土木事務所） 

・防火水槽 

：消防局警防課 

正１ 

副１ 

＋ 

２ 

(＊1) 

開発事業計画の概要

書（第７号様式第２

面） 

位置図 

現況図 

土地利用計画図 

その他基準に応じて

必要となる図書（次

頁） 

 

 

 

 

 

開発事業計画同意申請書 

（第17条）（第７号様式） 

  

正１ 

副１ 

＋ 

２ 

(＊2) 

位置図 

現況図 

土地利用計画図 

委任状(＊3) 

その他必要な図書 

開発事業計画変更同意申請書 

（第20条）（第８号様式） 

 

 

 

 

変更される図書 

変更箇所新旧対照図 

委任状(＊3) 

開発事業計画の軽微な変更届出書 

（第15条及び第20条） 

（規則外様式第５号の５） 

 3 
変更に係る図書 

変更箇所新旧対照図 

開発事業計画廃止届（第21条） 

（規則外様式第14号） 
 1  

一般承継届出書（第22条） 

（規則外様式第14号の２） 
 1 ※95ページ参照 

特定承継承認申請書（第23条） 

（第11号様式） 
 1 権原を証する書類 

開発事業の調整等に関する条例第６条

に関する協議申請書 

（規則外様式第１号） 

・道路   ：道路局路政課・維持課・ 

各区土木事務所 

・排水施設等：環境創造局管路保全課・ 

各区土木事務所 

・公園等：環境創造局みどりアップ推進課 

・消防水利 ：消防局警防課 

・ごみ収集場：資源循環局業務課 

正１ 

副１ 

開発事業計画の概要

書（第７号様式第２

面） 

位置図 

現況図 

土地利用計画図 

その他基準に応じて

必要となる図書（次

頁） 

開発事業に関する工事の完了届 

（規則外様式第20号） 

・道路状空地 

   ：道路局路政課（各区土木事務所） 

・歩道状空地・自由利用空地 

        ：建築局調整区域課指導担当・ 

     情報相談課相談担当 

・緑化空地及び斜面地開発行為の緑化 

1  

開発事業計画の同意基準協議申請書 

（第18条）（規則外様式第８号） 

・道路状空地 

：道路局路政課（各区土木事務所） 

・緑化空地及び斜面地開発行為の緑化 

    ：みどり環境局公園緑地管理課 

・雨水流出抑制施設 

：下水道河川局河川管理課 

・遊水池等 

：下水道河川局管路保全課 

         （各区土木事務所） 

・防火水槽 

：消防局警防課 

正１ 

副１ 

＋ 

２ 

(＊1) 

開発事業計画の概要

書（第７号様式第２

面） 

位置図 

現況図 

土地利用計画図 

その他基準に応じて

必要となる図書（次

頁） 

 

 

 

 

 

開発事業計画同意申請書 

（第17条）（第７号様式） 

  
正１ 

副１ 

位置図 

現況図 

土地利用計画図 

委任状(＊2) 

その他必要な図書 

開発事業計画変更同意申請書 

（第20条）（第８号様式） 

 

 

 

 

変更される図書 

変更箇所新旧対照図 

委任状(＊2) 

開発事業計画の軽微な変更届出書 

（第15条及び第20条） 

（規則外様式第５号の５） 

 3 
変更に係る図書 

変更箇所新旧対照図 

開発事業計画廃止届（第21条） 

（規則外様式第14号） 
 1  

一般承継届出書（第22条） 

（規則外様式第14号の２） 
 1 ※95ページ参照 

特定承継承認申請書（第23条） 

（第11号様式） 
 1 権原を証する書類 

開発事業の調整等に関する条例第６条

に関する協議申請書 

（規則外様式第１号） 

・道路   ：道路局路政課・維持課・ 

各区土木事務所 

・排水施設等：下水道河川局管路保全課・ 

各区土木事務所 

・公園等 ：みどり環境局公園緑地管理課 

・消防水利：消防局警防課 

・ごみ収集場：資源循環局業務課 

正１ 

副１ 

開発事業計画の概要

書（第７号様式第２

面） 

位置図 

現況図 

土地利用計画図 

その他基準に応じて

必要となる図書（次

頁） 

開発事業に関する工事の完了届 

（規則外様式第20号） 

・道路状空地 

   ：道路局路政課（各区土木事務所） 

・歩道状空地・自由利用空地 

        ：建築局調整区域課指導担当・ 

     情報相談課中高層担当 

・緑化空地及び斜面地開発行為の緑化 

1  

 

 
 
 
 
 

局名及び課名

の変更。 

局名の変更。 

 

局名の変更。 

 

 

 

（部数欄） 

閲覧省略によ

る、添付書類の

部数変更。 

（添付図書等

欄） 

注釈の号ずれ 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

局名の変更。 

 

局名及び課名

の変更。 

 

 

 

 

 

担当名の変更。 
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頁 現行 改定案 備考 

    ：環境創造局みどりアップ推進課 

・雨水流出抑制施設 

：道路局河川管理課 

・遊水池等：環境創造局管路保全課 

           （各区土木事務所） 

・防火水槽：消防局警防課 

・集会室：建築局宅地審査課指導担当・ 

調整区域課指導担当 

     情報相談課相談担当 

斜面地開発行為に関する工事 

着手届出書（斜面地条例第6条） 
・市街化区域における開発事業 

 （建築局宅地審査部宅地審査課指導担当） 

・市街化調整区域における開発事業 

 （建築局宅地審査部調整区域課指導担当） 

2   

斜面地開発行為に関する工事の計画適

合確認申請書（斜面地条例第７条） 
2 委任状(＊3) 

(＊1)２部については、図面のみを提出してください。 

 

(＊2)２部については、開発事業計画の概要、位置図、土地利用計画図を、同意の通知を受ける際に提出してください。 

 

 

(＊3)委任状は、代理人が申請手続をする場合に添付してください。 

    ：みどり環境局公園緑地管理課 

・雨水流出抑制施設 

：下水道河川局河川管理課 

・遊水池等：下水道河川局管路保全課 

           （各区土木事務所） 

・防火水槽：消防局警防課 

・集会室：建築局宅地審査課指導担当・ 

調整区域課指導担当 

     情報相談課中高層担当 

斜面地開発行為に関する工事 

着手届出書（斜面地条例第6条） 

・市街化区域における開発事業 

 （建築局宅地審査部宅地審査課指導担当） 

・市街化調整区域における開発事業 

 （建築局宅地審査部調整区域課指導担当） 

1   

斜面地開発行為に関する工事の計画適

合確認申請書（斜面地条例第７条） 
1 委任状(＊2) 

 

 (＊1)２部については、図面のみを提出してください。 

 

 

 

 

(＊2)委任状は、代理人が申請手続をする場合に添付してください。 

局名及び課名

の変更。 

局名の変更。 

局名の変更。 

 

 

担当名の変更。 

 
部数の変更 
 

（部数欄）部数

の変更 

（添付図書欄）

注釈の号ずれ 
 

添付書類の部

数変更による

削除。 

注釈の号ずれ。 
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頁 現行 改定案 備考 

23 

～ 

26 

第２編 逐条解説 

第２章 開発事業に係る手続き 

第１節 開発構想の住民への周知、意見の聴取等 

第11条 住民への説明 

第２編 逐条解説 

第２章 開発事業に係る手続き 

第１節 開発構想の住民への周知、意見の聴取等 

第11条 住民への説明 

「手続の流れ

の説明（特定大

規模開発事業

とそれ以外）」

と「説明日・意

見 書 提 出 期

限・市問合せ先

の案内（戸別訪

問と説明会）」

を組み合わせ

て使用する様

式に変更。 

条例上の説明

範囲を追加。 

用語の整理。 

開発事業の構想に関する説明を受ける住民の皆さんへ 

横浜市内で、開発行為、大規模な共同住宅の建築等の開発事業を行う場合、横浜市開発事業

の調整等に関する条例で、次のような手続きを定めています。 

・開発事業を行おうとしている開発事業者による、開発事業の構想の周知、説明

・開発事業の構想に対する住民の皆さんからの意見聴取に関する手続き

・地域まちづくり計画及び周辺環境への配慮等に関する開発事業者と横浜市との協議

条例手続きの流れ 

開発事業区域の周辺住民の皆さんは、地域におけるまちづくりを担う一員として、意見を

出すことにより（下図の④意見書の提出及び⑧再意見書の提出）、開発事業者と開発事業の

構想について調整を図ることができます。 

 

住民の皆さん 開発事業者 

①標識の設置 開発事業者は開発事業の構想の周知を図
るため、標識を設置し、標識設置届を市に
提出します。

開発事業者は開発事業の構想について、住
民の皆さんに対し、戸別訪問により説明し
ます。（不在の場合、再訪問）

住民の皆さんは開発事業者からの説明終
了後５日以内に、開発事業者に対し、開発
構想に対する意見書を提出できます。
※意見書様式は開発事業者より配布、ホー
ムページからもダウンロードが可能です。 

開発事業者は開発事業の構想、説明状況、
構想に対する住民意見、意見に対する開発
事業者の見解を示した書類を市に提出し
ます。

縦覧期間（14 日間）の間、横浜市を介して
開発事業者に再意見書を提出できます。
※再意見書様式は所管課で配布、ホームペ
ージからもダウンロードが可能です。

意見の 

やりとり 

開発事業者は再意見書を提出した住民に
対し、個別に再見解書を送付します。

市 

②標識設置届の提出

③住民の皆さんへの説明

④意見書の提出

⑤見解書の送付

提出された意見

書に対し、個別

に見解を書面に

て送付します 

再意見が提出され、横浜市が必要と認めた
案件では、横浜市と協議を行います。

⑩(開発協議）

⑪同意申請・同意通知

⑧再意見書の提出

⑦開発事業計画書の縦覧

開発事業計画書の縦覧窓口 
よこはま建築情報センター（市庁舎２階）
又は各区役所の区政推進課 

意見調整の結

果を確認でき

ます 

⑨再意見書に対する再見解書の送付

縦覧期間内に計

画書への再意見

が出せます 

構想に対し建設

的な意見をお出

しください 

14

日

間 

縦

覧

期

間 

（戸別訪問用）

開発事業の構想に関する説明を受ける住民の皆さんへ 

横浜市内で、開発行為、大規模な共同住宅の建築等の開発事業を行う場合、横浜市開発事業 

の調整等に関する条例で、次のような手続きを定めています。 

・開発事業を行おうとしている開発事業者による、開発事業の構想の周知、説明

・開発事業の構想に対する住民の皆さんからの意見聴取に関する手続き

・地域まちづくり計画及び周辺環境への配慮等に関する開発事業者と横浜市との協議

条例手続きの流れ 

開発事業区域の周辺住民の皆さんは、地域におけるまちづくりを担う一員として、意見を 

出すことにより（下図の④意見書の提出及び⑧再意見書の提出）、開発事業者と開発事業の 

構想について調整を図ることができます。

条例手続きが行われ、整備すべき施設の基準

も満たしている場合、条例の同意を行いま

す。 

（特定大規模開発事業以外の開発事業用） 

住民の皆さん 開発事業者 市 

開発事業者は開発事業の構想の周知を図るた

め、標識を設置し、標識設置届を市に提出しま

す。 

開発事業者は、開発事業の構想について、住

民の皆さんに対し、戸別訪問（不在の場合、

投函）又は説明会により説明します。 

①標識の設置

②標識設置届の提出

④意見書の提出

③住民の皆さんへの説明

住民の皆さんは開発事業者からの説明終了後

５日以内に、開発事業者に対し、開発構想に

対する意見書を提出できます。 

※意見書様式は開発事業者より配布、ホーム

ページからもダウンロードが可能です。
意見の 

やりとり 

開発事業者は開発事業の構想、説明状況、構

想に対する住民意見、意見に対する開発事業

者の見解を示した書類を市に提出します。 

⑤見解書の送付

⑥開発事業計画書の提出

⑦開発事業計画書の縦覧

⑧再意見書の提出

⑨再意見書に対する再見解書の送付

⑩開発協議

⑪同意申請・同意通知

(開発事業計画書の縦覧窓口) 

よこはま建築情報センター（市庁舎２階）又

は各区役所の区政推進課 

開発事業者は再見解書を提出した住民に対

し、個別に再見解書を送付します。 

再意見書が提出され、横浜市が必要と認めた

案件では、横浜市と協議を行います。 

※縦覧期間終了後も開発事業計画書を見ることができます。 

縦覧期間(14日間)の間、横浜市を介して開発

事業者に再意見書を提出できます。 

※再意見書式様式は所管課で配布、ホームペ

ージからもダウンロードが可能です。
検索 

構想に対し建設

的な意見をお出

しください 

提出された意見

書に対し、戸別

に見解を書面に

て送付します 

横浜市 調整条例 

意見調整の結

果を確認でき

ます 

縦覧期間内に計

画書への再意見

が出せます 

※開発事業区域から
15ｍ範囲内の土地所
有者、建物所有及び
建物占有者
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～ 

26 

条例上の説明

範囲を追加。 

開発事業の構想に関する説明を受ける住民の皆さんへ 

横浜市内で、開発行為、大規模な共同住宅の建築等の開発事業を行う場合、横浜市開発事業

の調整等に関する条例で、次のような手続きを定めています。 

・開発事業を行おうとしている開発事業者による、開発事業の構想の周知、説明

・開発事業の構想に対する住民の皆さんからの意見聴取に関する手続き

・地域まちづくり計画及び周辺環境への配慮等に関する開発事業者と横浜市との協議

条例手続きの流れ 

開発事業区域の周辺住民の皆さんは、地域におけるまちづくりを担う一員として、意見を

出すことにより（下図の④意見書の提出及び⑧再意見書の提出）、開発事業者と開発事業の

構想について調整を図ることができます。 

 

住民の皆さん 開発事業者 

①標識の設置 開発事業者は開発事業の構想の周知を図
るため、標識を設置し、標識設置届を市に
提出します。

開発事業者は、開発事業の構想について、
説明会を開催します。

住民の皆さんは開発事業者からの説明終
了後５日以内に、開発事業者に対し、開発
構想に対する意見書を提出できます。
※意見書様式は開発事業者より配布、ホー
ムページからもダウンロードが可能です。 

開発事業者は開発事業の構想、説明状況、
構想に対する住民意見、意見に対する開発
事業者の見解を示した書類を市に提出し
ます。

縦覧期間（14 日間）の間、横浜市を介して
開発事業者に再意見書を提出できます。
※再意見書様式は所管課で配布、ホームペ
ージからもダウンロードが可能です。 

意見の 

やりとり 

開発事業者は再意見書を提出した住民に
対し、個別に再見解書を送付します。

市 

②標識設置届の提出

③住民の皆さんへの説明

④意見書の提出

⑤見解書の送付

提出された意見

書に対し、個別

に見解を書面に

て送付します 

開発事業について、横浜市と開発事業者は
協議を行います。
 

⑩開発協議

⑪同意申請・同意通知

⑧再意見書の提出

⑦開発事業計画書の縦覧

開発事業計画書の縦覧窓口 
よこはま建築情報センター（市庁舎２階）
又は各区役所の区政推進課 

意見調整の結

果を確認でき

ます 

⑨再意見書に対する再見解書の送付

縦覧期間内に計

画書への再意見

が出せます 

構想に対し建設

的な意見をお出

しください 

14

日

間 

縦

覧

期

間 

（特定大規模開発事業用） （特定大規模開発事業用） 

開発事業の構想に関する説明を受ける住民の皆さんへ 

横浜市内で、開発行為、大規模な共同住宅の建築等の開発事業を行う場合、横浜市開発事業 

の調整等に関する条例で、次のような手続きを定めています。 

・開発事業を行おうとしている開発事業者による、開発事業の構想の周知、説明

・開発事業の構想に対する住民の皆さんからの意見聴取に関する手続き

・地域まちづくり計画及び周辺環境への配慮等に関する開発事業者と横浜市との協議

条例手続きの流れ 

開発事業区域の周辺住民の皆さんは、地域におけるまちづくりを担う一員として、意見を 

出すことにより（下図の④意見書の提出及び⑧再意見書の提出）、開発事業者と開発事業の 

構想について調整を図ることができます。

条例手続きが行われ、整備すべき施設の基準

も満たしている場合、条例の同意を行いま

す。 

住民の皆さん 開発事業者 市 

開発事業者は開発事業の構想の周知を図るた

め、標識を設置し、標識設置届を市に提出しま

す。 

開発事業者は、開発事業の構想について、説

明会を開催します。 

①標識の設置

②標識設置届の提出

④意見書の提出

③住民の皆さんへの説明

住民の皆さんは開発事業者からの説明終了後

５日以内に、開発事業者に対し、開発構想に

対する意見書を提出できます。 

※意見書様式は開発事業者より配布、ホーム

ページからもダウンロードが可能です。

意見の 

やりとり 

開発事業者は開発事業の構想、説明状況、構

想に対する住民意見、意見に対する開発事業

者の見解を示した書類を市に提出します。 

⑤見解書の送付

⑥開発事業計画書の提出

⑦開発事業計画書の縦覧

⑧再意見書の提出

⑨再意見書に対する再見解書の送付

⑩開発協議

⑪同意申請・同意通知

(開発事業計画書の縦覧窓口) 

よこはま建築情報センター（市庁舎２階）又

は各区役所の区政推進課 

開発事業者は再見解書を提出した住民に対

し、個別に再見解書を送付します。 

開発事業について、横浜市と開発事業者は協

議を行います。 

※縦覧期間終了後も開発事業計画書を見ることができます。 

縦覧期間(14日間)の間、横浜市を介して開発

事業者に再意見書を提出できます。 

※再意見書式様式は所管課で配布、ホームペ

ージからもダウンロードが可能です。
検索 

構想に対し建設

的な意見をお出

しください 

提出された意見

書に対し、戸別

に見解を書面に

て送付します 

横浜市 調整条例 

意見調整の結

果を確認でき

ます 

縦覧期間内に計

画書への再意見

が出せます 

※開発事業区域から
50ｍ範囲内の土地所
有者、建物所有及び
建物占有者
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開発事業者名、

開発事業区域

に含まれる土

地の地名地番、

標識設置日及

び説明実施時

の記入欄の追

加、その他用語

の整理。 

 

条例上の説明範囲・説明方法について 
説明範囲 

（近接住民の皆さん） 
開発事業区域から 15ｍ範囲内の土地所有者、建物所有者、建物占有者 

説明方法 
① 開発を行おうとしている事業者（代理人も可）による戸別訪問
② 説明会 ※①もしくは②のどちらかによる説明となります。

戸別訪問日・意見書の提出期限・訪問者について 

※計画内容については下記の訪問者（開発事業の構想に関する説明者）に直接お問い合わせください。

 

 

 

 

 

 

横浜市の所管課・お問合せ先について 

※手続きについてご不明な点があれば、次のチェック欄が付いている部署までお問い合わせください。 

担当課 エリア別 電話番号 

□ 建築局 宅地審査課 北部（緑・青葉・都筑） ０４５－６７１－４５１５ 

□ 〃 西部（南・保土ケ谷・旭・瀬谷・泉） ０４５－６７１－４５１６ 

□ 〃 南部（港南・磯子・金沢・戸塚・栄） ０４５－６７１－４５１７ 

□ 〃 東部（鶴見・神奈川・西・中・港北） ０４５－６７１－４５１８ 

□ 建築局 調整区域課 調整区域全域 ０４５－６７１－４５２１ 

□ 建築局 情報相談課 ０４５－６７１―２３５０ 

戸別訪問日について

□

令和   年   月   日    時頃ご説明に伺いましたが、ご不在でしたので、説

明資料一式と意見書の様式を投函致しました。また、日を改めてご説明のため、ご訪問致し

ます。計画に対するご意見がある場合、意見書の様式にご記入ください。

□

令和   年   月   日    時頃に２回目のご説明に伺いましたが、ご不在で

したので、日を改めてご訪問致します。計画に対するご意見がある場合、意見書の様式にご

記入ください。

□

令和   年   月   日    時頃に３回目のご説明に伺いましたが、ご不在で

したので、既に投函した資料をご確認頂くことで、説明に代えさせて頂きます。計画に対す

るご意見がある場合、意見書の様式にご記入ください。 

意見書の提出期限 

次の期日までに開発事業の構想に対する意見を記載した意見書を開発事業者に提出することが

できます。（提出期限は戸別訪問時に直接説明を終えた後、もしくは３回目訪問時も不在だった場

合に訪問者側で記入します。） 

令和  年 月 日（ ）消印有効

訪問者（開発事業の構想に関する説明者） 

（氏 名） 

（連絡先） 

（戸別訪問用）

戸別訪問日・意見書の提出期限・説明者について 
※計画内容については下記の開発事業の構想に関する説明者に直接お問い合わせください。

●戸別訪問日について

開発事業者名：

開発事業区域に含まれる土地の地名地番：

標識設置日：   年 月 日

横浜市開発事業の調整等に関する条例に基づき、標識を設置した上記の開発事業について、

□
本日（   年 月 日）、ご説明いたしました。計画に対するご意見がある場合、

意見書の様式にてご提出ください。

□

年 月   日   時頃にご説明に伺いましたが、ご不在でしたので、説明資

料一式と意見書の様式を投函いたしました。また、日を改めてご説明のため、訪問いたしま

す。計画に対するご意見がある場合、意見書の様式にてご提出ください。

□

年  月  日  時頃に２回目のご説明に伺いましたが、ご不在でしたの

で、日を改めて訪問いたします。計画に対するご意見がある場合、意見書の様式にてご提出

ください。

□

年 月   日 時頃に３回目のご説明に伺いましたが、ご不在でしたの

で、既に投函した資料をご確認いただくことで、説明に代えさせていただきます。計画に対

するご意見がある場合、意見書の様式にてご提出ください。

●意見書の提出期限

次の期日までに開発事業の構想に関する意見を記載した意見書を開発事業者に提出することができま

す。(提出期限は戸別訪問時に直接説明を終えた後、もしくは３回目訪問時も不在だった場合に訪問者側

で記入します。) 

年 月 日（  ） 消印有効

●訪問者（開発事業の構想に関する説明者）

（氏名）

（連絡先）

横浜市の所管課・お問合せ先について 
※手続きについてご不明な点があれば、次のチェック欄が付いている部署までお問い合わせください。

担当課 エリア別 電話番号

□ 建築局 宅地審査課 北部（緑・青葉・都筑） ０４５－６７１－４５１５

□ 〃 西部（南・保土ケ谷・旭・瀬谷・

泉）

０４５－６７１－４５１６

□ 〃 南部（港南・磯子・金沢・戸塚・

栄）

０４５－６７１－４５１７

□ 〃 東部（鶴見・神奈川・西・中・港 ０４５－６７１－４５１８

（戸別訪問用） 
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「手続の流れ

の説明（特定大

規模開発事業

とそれ以外）」

と「説明日・意

見 書 提 出 期

限・市問合せ先

の案内（戸別訪

問と説明会）」

を組み合わせ

て使用する様

式に変更、その

他用語の整理。 

条例上の説明範囲・説明方法について 
説明範囲 

（地域住民の皆さん） 
開発事業区域から 50ｍ範囲内の土地所有者、建物所有者、建物占有者 

説明方法 説明会の開催 

意見書の提出期限・説明者について 

※計画内容については下記の開発事業の構想に関する説明者に直接お問い合わせください。

横浜市の所管課・お問合せ先について 

※手続きについてご不明な点があれば、次のチェック欄が付いている部署までお問い合わせください。 

担当課 エリア別 電話番号 

□ 建築局 宅地審査課 北部（緑・青葉・都筑） ０４５－６７１－４５１５ 
□ 〃 西部（南・保土ケ谷・旭・瀬谷・泉） ０４５－６７１－４５１６ 
□ 〃 南部（港南・磯子・金沢・戸塚・栄） ０４５－６７１－４５１７ 
□ 〃 東部（鶴見・神奈川・西・中・港北） ０４５－６７１－４５１８ 

□ 建築局 調整区域課 調整区域全域 ０４５－６７１－４５２１ 

□ 建築局 情報相談課 
市域全域 

開発行為とならない 
大規模な共同住宅の建築 

０４５－６７１―２３５０ 

意見書の提出期限

次の期日までに開発事業の構想に対する意見を記載した意見書を開発事業者に提出することが

できます。（最終の説明会開催日の翌日から５日間） 

令和  年 月 日（ ）消印有効

開発事業の構想に関する説明者 

（氏 名） 

（連絡先） 

（特定大規模開発事業用）

意見書の提出期限・説明者について 

※計画内容については下記の開発事業の構想に関する説明者に直接お問い合わせください。

横浜市の所管課・お問合せ先について 

※手続きについてご不明な点があれば、次のチェック欄が付いている部署までお問い合わせください。

担当課 エリア別 電話番号

□ 建築局 宅地審査課 北部（緑・青葉・都筑） ０４５－６７１－４５１５

□ 〃 西部（南・保土ケ谷・旭・瀬谷・

泉）

０４５－６７１－４５１６

□ 〃 南部（港南・磯子・金沢・戸塚・

栄）

０４５－６７１－４５１７

□ 〃 東部（鶴見・神奈川・西・中・港

北）

０４５－６７１－４５１８

□ 建築局 調整区域課 調整区域全域 ０４５－６７１－４５２１

□ 建築局 情報相談課

市域全域

開発行為とならない

大規模な共同住宅の建築

０４５－６７１－２３５０

●意見書の提出期限

次の期日までに開発事業の構想に関する意見を記載した意見書を開発事業者に提出することができま

す。(最終の説明会開催日の翌日から５日間) 

●開発事業の構想に関する説明者

年 月 日 (  ) 消印有効

（氏 名）

（連絡先）

（説明会用） 
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31 【条例】 

(開発事業者の見解に対する再意見書の提出) 

第14条～３ （略） 

【規則】 

第９条及び第10条 削除 

【解説】 

第14条は、近接住民等が提出できる再意見書について規定しています。 

■ 近接住民等は、開発事業の構想に対する近接住民等の意見に対する事業者の見解について意見がある場合は、前

条の縦覧期間内に市長に再意見書を提出できます。再意見書の提出については、次のとおりです。

□ 提出方法：持ち込み、郵送（消印有効） □ 様  式：規則外様式第５号

□ 提 出 先

（以下略） 

開発事業の種類 担当部署 住所（送付先） 

市街化区域の開発事業 
(上記大規模な共同住宅の建築を除く。) 

建築局宅地審査課 
指導担当 

〒231-0005 

横浜市中区本町6丁目50番地の10 

25階 市街化調整区域の開発事業 
建築局調整区域課 

指導担当 

大規模な共同住宅の建築 
(第２条第２号イに規定する開発事業。 

市街化区域に限る。) 

建築局情報相談課 
相談担当 

〒231-0005 

横浜市中区本町6丁目50番地の10 

25階 

【条例】 

(開発事業者の見解に対する再意見書の提出) 

第14条～３ （略） 

【規則】 

第９条及び第10条 削除 

【解説】 

第14条は、近接住民等が提出できる再意見書について規定しています。 

■ 近接住民等は、開発事業の構想に対する近接住民等の意見に対する事業者の見解について意見がある場合は、前

条の縦覧期間内に市長に再意見書を提出できます。再意見書の提出については、次のとおりです。

□ 提出方法：持ち込み、郵送（消印有効） □ 様  式：規則外様式第５号

□ 提 出 先

（以下略） 

開発事業の種類 担当部署 住所（送付先） 

市街化区域の開発事業 
(上記大規模な共同住宅の建築を除く。) 

建築局宅地審査課 
指導担当 

〒231-0005 

横浜市中区本町6丁目50番地の10 

25階 市街化調整区域の開発事業 
建築局調整区域課 

指導担当 

大規模な共同住宅の建築 
(第２条第２号イに規定する開発事業。 

市街化区域に限る。) 

建築局情報相談課 
中高層担当 

〒231-0005 

横浜市中区本町6丁目50番地の10 

25階 

担当部署の担

当名の変更。 

33 

34 

【条例】 

(開発事業計画書を変更する場合の再手続) 

第15条 （略） 

【規則】 

（軽微な変更） 

第11条 （略） 

【解説】 

（略） 

■ 開発事業の構想の変更の届け出は、変更の内容が第15条第２項ただし書の軽微な変更に該当する場合を除き、「開

発事業計画書変更案届出書」（規則外様式第５号の４）により行ってください。開発事業計画書変更案届出書には、

変更に係る図書と修正した標識の写真を添付し、３部提出し、そのうち２部は閲覧用としてください。

また、開発事業者は、開発事業の構想の変更の届出を行った場合には、第11条の住民への説明の手続を行い、住

民に変更の内容を周知するとともに、以降の手続も改めて行わなければなりません。 

なお、開発事業者が代わる場合は、開発事業の構想の変更とは扱えませんので、旧開発事業者による開発事業の

廃止（第21条）と新開発事業者による標識設置（第９条第１項）からの手続が必要になります。（同意（第17条）

を得た開発事業について、開発事業者に代わって他の者が当該開発事業を行おうとする場合は、同意に基づく地位

の承継（第22条）の手続を行うことができます。） 

（新設） 

（以下略）

【条例】 

(開発事業計画書を変更する場合の再手続) 

第15条 （略） 

【規則】 

（軽微な変更） 

第11条 （略） 

【解説】 

（略） 

■ 開発事業の構想の変更の届け出は、変更の内容が第15条第２項ただし書の軽微な変更に該当する場合を除き、「開

発事業計画書変更案届出書」（規則外様式第５号の４）により行ってください。開発事業計画書変更案届出書には、

変更に係る図書と修正した標識の写真を添付し、３部提出し、そのうち２部は閲覧用としてください。

また、開発事業者は、開発事業の構想の変更の届出を行った場合には、第11条の住民への説明の手続を行い、住

民に変更の内容を周知するとともに、以降の手続も改めて行わなければなりません。 

なお、開発事業者が代わる場合は、開発事業の構想の変更とは扱えませんので、旧開発事業者による開発事業の

廃止（第21条）と新開発事業者による標識設置（第９条第１項）からの手続が必要になります。（同意（第17条）

を得た開発事業について、開発事業者に代わって他の者が当該開発事業を行おうとする場合は、同意に基づく地位

の承継（第22条）の手続を行うことができます。） 

■ 横浜市中高層建築物等の建築及び開発事業に係る住環境の保全等に関する条例による、あっせん又は調停に基づ

く変更であっても、開発事業を円滑に進めるために、紛争当事者以外の近接住民等に対して変更の内容について任

意の説明を行うよう努めてください。 

（以下略）

紛争当事者以

外の住民に変

更内容が周知

されない可能

性があるため。 
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頁 現行 改定案 備考 

 

39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49 

第３節 開発事業の計画の同意等 

【条例】 

(同意の基準等) 

第18条 （略） 

【規則】 

第14条～第19条 （略） 

 

【第２項各号の解説及び基準】 
■ 第１号～第３号 （略） 
■ 第４号（緑化空地） 
【解説】 （略） 

【基準】 （略） 
【解釈】 （略） 

【その他】 

１ （略） 

２ 本同意基準協議を行い、緑化等の完了までに建築物の建築が完了した場合は、横浜市建築物緑化認定証交付手続

要綱に基づき、建築物緑化認定証を取得してください。 

 

 

３ 植栽施設の規格等については、原則として「公園緑地施設標準図集」（横浜市環境創造局）を準用してください。 

（以下略） 

第３節 開発事業の計画の同意等 

【条例】 

(同意の基準等) 

第18条 （略） 

【規則】 

第14条～第19条 （略） 

 

【第２項各号の解説及び基準】 
■ 第１号～第３号 （略） 
■ 第４号（緑化空地） 
【解説】 （略） 

【基準】 （略） 
【解釈】 （略） 

【その他】 

１ （略） 

２ 本同意基準協議を行い、緑化等の完了までに建築物の建築が完了した場合は、横浜市建築物緑化認定証交付手続

要綱に基づき、建築物緑化認定証の取得に努めてください。 

 

 

３ 植栽施設の規格等については、原則として「公園緑地施設標準図集」（横浜市みどり環境局）を準用してください。 

（以下略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在の運用に

則した記載に

変更。 

局名の変更。 

 

 

 

55 別記－１ 
横浜市開発事業の調整等に関する条例 

雨水流出抑制施設の設置基準 
～雨水流出抑制施設設置解除区域～ 

 
注）各区町名表示のうち、(一部)と記述されている場合、設置除外区域の境界線が町域を分断しているため、詳細確

認が必要です。そのため、別途、道路局河川部河川管理課（協議指導担当）の窓口でご確認ください。 
（以下略） 

別記－１ 
横浜市開発事業の調整等に関する条例 

雨水流出抑制施設の設置基準 
～雨水流出抑制施設設置解除区域～ 

 
注）各区町名表示のうち、(一部)と記述されている場合、設置除外区域の境界線が町域を分断しているため、詳細確

認が必要です。そのため、別途、下水道河川局河川管理課（協議指導担当）の窓口でご確認ください。 
（以下略） 

 

 

 

 

 

局名の変更及

び部名の削除。 

90 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【条例】 

(変更の同意) 

第20条 （略） 

【規則】 

（変更の同意の申請） 

第20条 （略） 

第21条 （略） 

【解説】 

 （略） 

■ 開発事業者は、変更同意を受けるに当たっては、「開発事業計画変更同意申請書」（規則第８号様式）により申請

を行う必要がありますが、この場合、あらかじめ標識を修正し、「開発事業計画書変更案届出書」（規則外様式第５

号の４）を提出し、第11 条から第14 条の２の規定に従い住民説明（道路位置指定を伴う開発行為は除く）、「開発

事業計画の変更概要書」（規則外様式第26 号）を添付した開発事業計画書の提出等を行わなければなりません。 

【条例】 

(変更の同意) 

第20条 （略） 

【規則】 

（変更の同意の申請） 

第20条 （略） 

第21条 （略） 

【解説】 

 （略） 

■ 開発事業者は、変更同意を受けるに当たっては、「開発事業計画変更同意申請書」（規則第８号様式）により申請

を行う必要がありますが、この場合、あらかじめ標識を修正し、「開発事業計画書変更案届出書」（規則外様式第５

号の４）を提出し、第11 条から第14 条の２の規定に従い住民説明（道路位置指定を伴う開発行為は除く）、「開発

事業計画の変更概要書」（規則外様式第26 号）を添付した開発事業計画書の提出等を行わなければなりません。 
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頁 現行 改定案 備考 

なお、第２項でいう、開発協議とは、第 16 条に規定する開発協議をいいます。（特定大規模開発事業以外の開発

事業では、同意前の手続と同様、第14 条第１項に基づく再意見が出されなかった場合、開発協議が不要となります。） 

（新設） 

（以下略） 

なお、第２項でいう、開発協議とは、第 16 条に規定する開発協議をいいます。（特定大規模開発事業以外の開発

事業では、同意前の手続と同様、第14 条第１項に基づく再意見が出されなかった場合、開発協議が不要となります。） 

■ 横浜市中高層建築物等の建築及び開発事業に係る住環境の保全等に関する条例による、あっせん又は調停に基づ

く変更であっても、開発事業を円滑に進めるために、紛争当事者以外の近接住民等に対して変更の内容について任

意の説明を行うよう努めてください。 

（以下略）

紛争当事者以

外の住民に変

更内容が周知

されない可能

性があるため。 

106 第４章 雑則 

【条例】 

（開発事業の台帳） 

第37条 （略） 

【規則】 

（閲覧の場所及び日時） 

第26条 （略） 

【解説】 

（略） 

開発事業関係書類の閲覧・縦覧 

書類名 適用 備考 

標識設置届 閲覧 

開発事業計画書 縦覧 

↓ 

閲覧 

・開発事業計画書の縦覧の開始日から閲覧対象とする。 

※縦覧を行っている場所においては、14日間縦覧後、閲覧を行う。 

※道路位置指定を伴う開発事業以外の開発事業は、開発事業計画書の縦覧

中に再意見書を提出可能 

意見書・再意見書 ― 

見解書・再見解書 ― 

開発事業計画書変更案届出書 閲覧 

協議事項通知書・協議結果通知書 ― 

開発事業計画の同意通知書・ 

開発事業計画変更同意通知書 

一部閲覧 ・閲覧対象は土地利用計画図・位置図・開発事業計画の概要のみ 

開発事業計画の軽微な変更届出書 閲覧 

開発事業計画廃止届 ― 

一般承継届出書・特定承継承認通知書 ― 

開発事業計画台帳（各段階） 閲覧 ・台帳は、手続状況により随時更新 

（以下略） 

第４章 雑則 

【条例】 

（開発事業の台帳） 

第37条 （略） 

【規則】 

（閲覧の場所及び日時） 

第26条 （略） 

【解説】 

（略） 

開発事業関係書類の閲覧・縦覧 

書類名 適用 備考 

標識設置届 閲覧 

開発事業計画書 縦覧 

↓ 

閲覧 

・開発事業計画書の縦覧の開始日から閲覧対象とする。 

※縦覧を行っている場所においては、14日間縦覧後、閲覧を行う。 

※道路位置指定を伴う開発事業以外の開発事業は、開発事業計画書の縦

覧中に再意見書を提出可能 

意見書・再意見書 ― 

見解書・再見解書 ― 

開発事業計画書変更案届出書 閲覧 

開発事業計画の軽微な変更届出書 閲覧 

協議事項通知書・協議結果通知書 ― 

開発事業計画の同意通知書・ 

開発事業計画変更同意通知書 

― ※ 通知書が交付された場合、開発事業計画台帳に同意年月日が記載さ

れる。また、同意した計画の図面は、「開発事業計画書」又は「開発

事業計画の軽微な変更届出書」のうち、最新の書類の添付図面と同一。 

開発事業計画廃止届 ― 

一般承継届出書・特定承継承認通知書 ― 

開発事業計画台帳（各段階） 閲覧 ・台帳は、手続状況により随時更新 

（以下略） 

条文の並びに
合わせた記載
位置の変更。 

他の閲覧図書
と内容が重複
しているため、
閲覧の対象か
ら除外し、注意
書を追加。 
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頁 現行 改定案 備考 

145 
規則外様式第４号（第12条） 

開発事業の構想に対する意見書 

 この度、説明いたしました開発事業の構想についての意見がございましたら、この用紙に記入いただき、下記

の提出先まで提出くださいますようお願いいたします。この用紙に記入しきれない場合などは、この用紙以外の

用紙や資料を提出していただいても結構です。 

なお、この意見書の提出は、「横浜市開発事業の調整等に関する条例」第12条の規定により行われるものです。 

氏  名 

住  所 

意見 

＜意見書の提出先及び提出方法＞ 

開
発
事
業
計
画

の
概
要

開発事業者名 

開発事業区域に含まれる 

土地の地名地番 

開発事業計画番号 

説明日 

規則外様式第４号（第12条） 

開発事業の構想に対する意見書 

 この度、説明いたしました開発事業の構想についての意見がございましたら、この用紙に記入いただき、下記

の提出先まで提出くださいますようお願いいたします。この用紙に記入しきれない場合などは、この用紙以外の

用紙や資料を提出していただいても結構です。 

なお、この意見書の提出は、「横浜市開発事業の調整等に関する条例」第12条の規定により行われるものです。 

氏  名 

住  所 

意見 

＜意見書の提出先及び提出方法＞ 

提出先： 

提出方法： 

開
発
事
業
計
画

の
概
要

開発事業者名 

開発事業区域に含まれる 

土地の地名地番 

開発事業計画番号 

説明日 

提出先及び提

出方法の記載

欄の明確化。 

（開発事業者記入欄） （開発事業者記入欄）
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頁 現行 改定案 備考 

147 
規則外様式第５号（第14条） 

（第１面） 

開発事業計画書の見解に対する再意見書 

 開発事業計画書の事業者の見解に対する再意見につきましては、第２面に記入いただき、下記の提出先まで提

出くださいますようお願いいたします。この用紙に記入しきれない場合などは、この用紙以外の用紙や資料を提

出していただいても結構です。 

 なお、この意見書の提出は、「横浜市開発事業の調整等に関する条例」第14条の規定により行われるものであ

り、この意見書は横浜市を経由して、開発事業者に送付されます。 

氏  名 

住  所 

開
発
事
業
計
画 

の
概
要

開発事業者名 

開発事業区域に含まれる 

土地の地名地番 

開発事業計画番号 第    開計    号 

説明を受けた日 年    月   日 

＜再意見書の提出先及び提出方法＞ 

この再意見書は、以下の場所まで、郵送又はご持参くださいますようお願いいたします。 

開発事業 担当部署 住所 電話番号 

市街化区域の開発事業 
建築局 

宅地審査課指導担当 〒231-0005

横浜市中区本町６丁目50番地の10 25階 

671-□4515・□4516 

□4517・□4518 

市街化調整区域の開発事業 
建築局 

調整区域課指導担当 
671-□4521 

大規模な共同住宅の建築 

(第2条第2号ア,ウ及びオに該当しない同号イ)

建築局情報相談課 

相談担当 

〒231-0005

横浜市中区本町６丁目50番地の10 25階 
671-□2350 

規則外様式第５号（第14条） 

（第１面） 

開発事業計画書の見解に対する再意見書 

 開発事業計画書の事業者の見解に対する再意見につきましては、第２面に記入いただき、下記の提出先まで提

出くださいますようお願いいたします。この用紙に記入しきれない場合などは、この用紙以外の用紙や資料を提

出していただいても結構です。 

なお、この意見書の提出は、「横浜市開発事業の調整等に関する条例」第14条の規定により行われるものであ

り、この意見書は横浜市を経由して、開発事業者に送付されます。 

氏  名 

住  所 

開
発
事
業
計
画

の
概
要

開発事業者名 

開発事業区域に含まれる 

土地の地名地番 

開発事業計画番号 第    開計    号 

説明を受けた日 年    月   日 

＜再意見書の提出先及び提出方法＞ 

この再意見書は、以下の場所まで、郵送又はご持参くださいますようお願いいたします。 

開発事業 担当部署 住所 電話番号 

市街化区域の開発事業 
建築局 

宅地審査課指導担当 〒231-0005

横浜市中区本町６丁目50番地の10 25階 

671-□4515・□4516 

□4517・□4518 

市街化調整区域の開発事業 
建築局 

調整区域課指導担当 
671-□4521 

大規模な共同住宅の建築 

(第2条第2号ア,ウ及びオに該当しない同号イ)

建築局情報相談課 

中高層担当 

〒231-0005

横浜市中区本町６丁目50番地の10 25階 
671-□2350 

担当部署の担

当名の変更。 



13 
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181 
規則外様式第25号 

同意に基づく地位の承継に関する同意書 

年    月    日に横浜市開発事業の調整等に関する条例第17条第１項の規定により同意

を得ました、開発事業計画につきましては、特定承継承認申請書に記載されている承継理由により、承継人

に承継することを同意しています。 

１ 被承継人の住所及び氏名 

住 所  

氏 名   印 

２ 承継人の住所及び氏名 

住 所  

氏 名   印 

同
意
を
受
け
た
開
発
事
業
の
概
要

１ 開発事業計画番号 第   開計    号 

２ 開発事業区域に含

まれる 

  土地の地名地番 

３ 開発事業区域の面

積 
 ㎡ 

４ 開発事業者の氏名 

５ 開発事業の目的 

６ 開発事業の種類 

７ 開発事業計画の 

  同意年月日及び番

号 

年   月   日    第 

号 

規則外様式第25号 

同意に基づく地位の承継に関する同意書 

年    月    日に横浜市開発事業の調整等に関する条例第17条第１項の規定により同意

を得ました、開発事業計画につきましては、特定承継承認申請書に記載されている承継理由により、承継人

に承継することを同意しています。 

１ 被承継人の住所及び氏名 

住 所  

氏 名   印 

２ 承継人の住所及び氏名 

住 所  

氏 名  

同
意
を
受
け
た
開
発
事
業
の
概
要

１ 開発事業計画番号 第   開計    号 

２ 開発事業区域に含

まれる 

  土地の地名地番 

３ 開発事業区域の面

積 
 ㎡ 

４ 開発事業者の氏名 

５ 開発事業の目的 

６ 開発事業の種類 

７ 開発事業計画の 

  同意年月日及び番

号 

年   月   日    第 

号 

承継人は押印

不要のため。 


